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まちづくり連携砂防事業を踏まえた修正について 

 

１．がけの防災工事実施の流れ（神奈川県） 

「急傾斜地崩壊危険区域」の指定 

 昭和 44 年 8 月に「急傾斜地の崩壊に

よる災害の防止に関する法律」（急傾斜

地法） が施行され、がけ崩れ防止対策

が進められています。 

 県では住民からの要望を受け、急傾

斜地法で定める一定の基準を満たした

箇所を順次 「急傾斜地崩壊危険区域」

に指定し、行為の制限や防災工事を行

い、がけ崩れによる 災害を防止してい

ます。尚、指定された区域には、区域指

定標識が設置されます。 

「急傾斜地崩壊危険区域」の指定基準 

1. 傾斜角度が 30 度以上、高さが 5m 以上。 

2. 急傾斜地の崩壊により危害が生じる恐れがある家が 5 戸以上。 

3. 5 戸未満であっても官公署、学校、病院、旅館等に危害が生じる恐れがある場合。 

 

工事実施基準 

1. 急傾斜地が自然がけであること。 

2. 傾斜角度が 30 度以上。 

3. 急傾斜地の高さが 10m 以上で、急傾斜地の崩壊により危害が生じる恐れがある家が 10

戸以上密集していること。但し、次のいずれかに該当し特に崩壊の危険度が高いと認め

られる箇所は、高さ 5m 以上、人家戸数 5 戸以上とする。 

（過去の崩壊履歴があるもの・湧水が常時認められるもの・オーバーハングが著しいも

の・風化の程度が著しく、亀裂が発達しているもの） 

4. 住居の移転適地がないこと。 

5. 急傾斜地の土地所有者間の境界が確定し、県が工事した土地を無償で貸与できること。 

 

※神奈川県横須賀土木事務所 HP から抜粋 

 



 
資料２ 

令和５年度第２回逗子市都市計画審議会 
2023 年（令和５年）10 月 25 日 

２．まちづくり連携砂防事業の令和５年度拡充内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※国土交通省砂防部 令和５年度砂防関係事業の概要 抜粋 

 

県は国から補助を受けてがけの防災工事を行っているが、上記採択要件を満たすことで、

国補助のがけ高の要件が 10ｍ以上から 5ｍ以上に拡充されるもの。 

拡充部分 

採択要件 
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３．採択要件を踏まえた修正点 

 

イ．砂防関係施設の整備に関する方針と当該砂防関係施設で保全すべき区域 

 ⇒P45 の取組方針において、「居住誘導区域内の土砂災害警戒区域」を中心に、急傾斜地

崩壊防止工事等の土砂災害防止施設等の整備を行うことを記載。 

 

ハ．土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律第 26 条に基づ 

く「移転等の勧告」の活用に関すること 

 ⇒P45 の取組方針において、「土砂災害特別警戒区域」で、移転等の勧告を必要に応じて

活用することを記載。 

 

 

ロ．土砂災害リスクが高い地域の居住人口を相対的に減少させる具体的目標 

 ⇒P76「４ 防災に関する目標値」において、「市街化区域での土砂災害レッドゾーン内

の居住人口割合（％）」を設定。 
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